
令和８年度大津市信用保証料補助金交付基準 

補助金の名称 令和８年度大津市信用保証料補助金 

補助金の交付目的 この基準は、物価高騰等の影響を鑑み、市内の中小企業者及び小

規模企業者（以下「中小企業者等」という。）が、令和８年度滋賀

県中小企業振興資金融資制度のうち対象となる融資制度（以下「補

助対象融資」という。）を利用する際に滋賀県信用保証協会に支払

う信用保証料に対し、予算の範囲内において補助金を交付し、もっ

て中小企業者等の負担を軽減し、経営の安定を図ることを目的とす

る。 

補助金の交付対象者 この基準による大津市信用保証料補助金（以下「補助金」という。）

の交付を受けることができる者は、補助対象融資の実行を受けた中

小企業者等であって、補助金の交付を申請する日において、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 法人の場合は市内に本店登記を有する者、個人事業主の場合は

開業届等に記載の主たる事業所を市内に有する者であること。 

⑵ 令和８年４月１日から令和９年２月１５日までの期間におい

て、補助対象融資に係る融資の実行を受け、信用保証料を支払っ

ていること。 

⑶ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑷ 大津市暴力団排除条例（平成２３年条例第４９号）に規定する

排除措置対象法人等でないこと。 

⑸ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条に規定する営業（保証協会が保証対象

業種としているものを除く。）を営む者でないこと。 

補助対象経費 補助対象融資である、次に掲げる資金の融資実行に伴い、滋賀県

信用保証協会に支払った信用保証料。 

⑴ セーフティネット資金 

⑵ 緊急経済対策資金 

⑶ 短期事業資金 



補助金の額及びその

算定方法又は補助率 

補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額（その額に 

１，０００円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた額）

とする。 

補助率：補助対象経費の１０分の１０ 

補助上限額：５０万円 

補助金交付事業の 

開始時期 

令和８年９月１日 

補助金交付事業の 

終了時期 

令和９年３月３１日 

その他 ・この基準において、中小企業者とは中小企業基本法（昭和３８年

法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する中小企業者をい

い、小規模企業者とは同条第５項に規定する小規模企業者をい

う。 

・国、県その他の機関から信用保証料に対する補助金の交付を受け

る場合は、支払った信用保証料の額から当該補助金の額を控除し

た額を補助対象経費とする。 

・補助金の交付を受けた者が、補助対象融資の繰上返済等により保

証協会から信用保証料の全部又は一部の返戻を受けたときは、当

該返戻を受けた信用保証料の額のうち、本市の補助金の交付割合

に相当する額を、大津市信用保証料補助金返還届出書（様式第８

号）を市長に提出のうえ、速やかに市に返還しなければならない。 

・市は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、補助金の

交付を受けた者に対して報告を求め、又は関係する場所に立ち入

り、帳簿書類その他の物件を調査し、若しくは関係者に質問その

他必要な指示をすることができる。 

様式 ・大津市信用保証料補助金交付申請書兼請求書（様式第１号） 

 （添付資料） 

  ・滋賀県信用保証協会が発行する信用保証決定のお知らせ（お

客様用）の写し 



  ・融資実行が確認できる書類（金融機関が発行する融資実行証

明書又は金銭消費貸借契約書の写し等） 

  ・国税及び地方税の滞納がないことを証明する書類（写し可） 

  ・主たる事務所の所在地が確認できる書類（法人の場合は登記

事項証明書、個人事業主の場合は開業届の写し等） 

  ・誓約書兼同意書（様式第２号） 

・補助金の振込先口座が確認できる書類（預金通帳の写し等） 

  ・その他市長が必要と認める書類 

・大津市信用保証料補助金交付決定通知書（様式第３号） 

・大津市信用保証料補助金交付申請棄却（却下）決定通知書（様式

第４号） 

・大津市信用保証料補助金交付決定取消通知書（様式第５号） 

・大津市信用保証料補助金交付決定変更通知書（様式第６号） 

・大津市信用保証料補助金交付決定取消通知書（様式第７号） 

・大津市信用保証料補助金返還届出書（様式第８号） 

・大津市信用保証料補助金返還通知書（様式第９号） 

担当部署 大津市産業観光部商工労働政策課 

 


